
国土形成計画九州圏広域地方計画策定に対する意見 全体構成 

 

１ 九州発展のポテンシャルと課題 ２ 九州の将来像と３つの発展戦略 

・ 「２１世紀の九州地域戦略」における、九州地域がめざす将来像「自律的経済圏の形成」 

・ 国土審議会計画部会中間取りまとめにおける、新しい国土像のあるべき姿「（中略）特色ある地域戦略を描

くことにより、（中略）東京に過度に依存しない自立的な圏域を形成する」 

・ 九州のポテンシャルを活かした、「自律的経済圏の形成」を推進 

（１）一国に匹敵する九州経済 

・ 人口、面積、GDP などは、スイス、ベルギー、スウェーデン一国の規模 

・ 自然と都市が共存し、ゆとりと利便性をあわせ享受できる、恵まれた地域 

・ 人口 30 万人～100 万人の主要都市が各県にバランスよく配置 

・ 主要都市間をネットワーク化する、循環型の高速交通網の整備が課題 

（２）ハイテク製造業の集積進む九州 

①アジアのマザー工場化と自動車産業の成長 

・ 旺盛な自動車・半導体関連産業をはじめとするハイテク製造業の新工場建設や設備投資 

・ アジアとの地理的近接性を活かした、アジアにおけるマザー工場としての機能の発揮 

・ 部品の地元調達率の向上や、設計など研究開発機能の充実、人材の育成、さらに高速道路などの物

流インフラの整備が課題 

②イノベーションの連鎖 

・ 自動車にハイテク電子部品が搭載され、自動車産業と半導体産業間に密接な産業連関が形成 

・ 鉄鋼、化学など、かつての素材型産業のハイテク化が進行 

・ 九州全体の産業構造の高度化を、一層促進させることが重要 

③新産業の萌芽 

・ 九州は、環境・バイオ関連、ロボットなど、先進的な技術集積・産業集積を有する地域 

・ 太陽光発電（太陽電池）や水素エネルギー等、新エネルギーの分野における新たな産業集積の萌芽 

（３）アジアとの結びつきを強める九州（アジア交流フロンティア九州） 

①歴史的な役割と現状 

・ 地理的に東アジアに最も近く、長い交流の歴史を持つ圏域。九州のアジア度（海外との交流におけるア

ジアとの関係の強さ）は、全国に比べ高い 

・ 九州圏が一体となった観光戦略の実行組織である、「九州観光推進機構」の存在と取り組み 

・ アジアからの留学生の多さ。留学生のようなアジアの高度人材の活用が課題 

②物流・人流ネットワークの現状と強化 

・ アジアと一日で交流できる、ユニークな人的・物的ネットワークが構築されている 

・ 九州とアジア諸国との物流・人流を支えるネットワークをどのように張り巡らせるかがカギ 

・ わが国とアジア諸国を、一日で結ぶ交流圏拠点地域（アジア交流フロンティア）を目指す九州 

（４）急速に進む人口減少・高齢化 

①人口減少と高齢化 

・  九州は就学・就職期の若者が転出傾向であるため、全国よりも高齢化の程度が激しい 

②居住密度の格差拡大と圏土保全の課題 

・ 耕作放棄地、放置森林の問題が発生。国土の荒廃をもたらし、災害の発生頻度を高めていく危険 

③財政制約と低密度居住モデルの必要 

・ 離島・半島や中山間地の多い九州で、今までどおり画一的な公共サービスの提供やインフラ整備を持

続することの困難 

・ 技術革新と規制緩和により、安全・安心な低密度の居住モデルの実現が課題 

（１）九州アジア・ゲートウェイ戦略 

①グローバルスタンダードに適応したシームレスアジアを実現する環境整備 

ア．スーパー中枢港湾の整備 

イ．国際空港の機能強化とアジアとのネットワーク強化 

ウ．アジアの活力を取り込む循環型高速交通体系の早期整備と広域交流圏の形成 

エ．一層の規制緩和と民間活力の導入 

オ．アジア高度人材の活用 

②臨海工業地帯のリノベーション 

ア．素材産業の競争力強化  

イ．臨海工業地帯における港湾施設の機能拡充 

③食糧生産基地としての役割を担う九州 

ア．高品質商品の生産とブランド化の促進 

イ．農商工連携の推進 

（２）知の連携拠点創造戦略 

①産学連携の中心となる学術・研究機能としての大学等の強化 

ア．圏域内学術研究都市の充実・強化 

イ．圏域内研究機関の連携 

ウ．大九州大学構想の検討 

②アジア共通の課題解決のための知のプラットフォーム機能の整備 

ア．環境・エネルギー産業技術によるアジアへの貢献 

イ．アジア都市連携センター構想の推進 

（３）低密度居住地域の圏土保全戦略 

①低密度居住を選択肢として可能とする施策 

ア．低密度居住を支援するブロードバンド環境等の整備 

イ．低密度居住を可能とする制度改革や規制緩和 

３ 戦略の実現に向けて～地域のイニシアティブによる戦略策定と包括的予算制度の創設～ 

・ 人口減少への転換期は、官民相互の領域を見直し、新たな経済・社会の仕組みを創るべきパラダイム転換期 

・ 自律的な地域経済戦略策定を促進する、行財政システムの変革が必要 

・ 地域の将来像を広域の見地から共有し、施策・プロジェクトへの、資源・資金の選択と集中が不可欠 

・ 省庁縦割りのプロジェクトが、貴重な財源の分散投資とならぬよう、包括的予算制度と地域経済戦略の策定な

ど、地域のイニシアティブによって戦略的な投資が可能な体制整備、そのための制度設計が必要 

資料４
































































































